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ファイナンシャル・
プランニングと
倫理/関連法規

ＦＰと職業倫理／
公正証書遺言の証人 ○ ○ 2

金融商品取引法／投資助言・代理業 ○ 1
税理士法 ○ ○ 2
弁護士法 ○ 1
貸金業法／総量規制 ● ● ● ● 4

ライフプランニングの
考え方・手法

キャッシュフロー表 ○ 1
可処分所得 ● 1
係数の意味と活用／年金終価係数 ● 1
係数の意味と活用／減債基金係数 ● ● ● 3
　　　　　　　　／資本回収係数 ● ● ● ● 4

ライフプラン策定上の
資金計画等

一般教育貸付 ○ ○ ○ ○ ○ 5
奨学金 ○ ● ○ 3
住宅ローンの仕組み／固定金利・
変動金利・元金均等・元利均等 ● ○ ● 3

フラット35 ● ○ ○ ● ○ 5
住宅ローン控除 ● ● 2

社会保険

健康保険の給付／高額療養費 ○ 1
健康保険の給付／傷病手当金 ● ● 2
健康保険の出産育児一時金／
育児休業給付 ○ ● 2

退職者の公的医療制度／
任意継続被保険者 ● ○ ○ ● ● ○ 6

後期高齢者医療制度 ○ ● ● ○ 4
公的介護保険の仕組み ● ● ○ ○ ● 5
労働者災害補償保険 ○ ○ ○ 3
雇用保険の給付／基本手当・高年
齢雇用継続・教育訓練 ○ ○ ● ○● ● ● ● 8

公的年金

国民年金／被保険者区分 ○ 1
国民年金／免除期間の保険料追納
（学生納付特例含む） ○ ● ● 3

　　　　／付加年金・付加保険料 ● ● 2
老齢給付／特別支給の老齢厚生年金 ○ 1
　　　　／老齢基礎年金の繰下げ
　　　　　受給・繰上げ受給 ● ○ ● ○ ○ 5

　　　　／老齢厚生年金の受給
　　　　　（在職老齢年金含む） ○ 1

　　　　／老齢厚生年金の加給年
　　　　　金・振替加算 ● ● ○ 3

　　　　／老齢厚生年金の繰上げ
　　　　　受給・繰下げ受給 ○ 1

遺族給付／中高齢寡婦加算・
　　　　　寡婦年金含む ● ○ ● ● ○ 5

障害給付／障害基礎年金 ● ○ ● 3
企業年金・
個人年金等

国民年金基金 ○ ○ 2
確定拠出年金 ○ ○ ○ ● 4
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３級ＦＰ技能検定　学科試験編 ライフプランと資金計画

学　科

ラ
イ
フ

解答解説1 ライフプランとＦＰ業務 ＦＰと関連法規

１. 正解　× 　職業倫理・公正証書遺言の証人 20-1        

 　公正証書遺言の証人になるのに、資格要件はありません。したがっ

てファイナンシャル・プランナーは顧客から依頼を受けて公正証書遺

言の証人になることができます。

２. 正解　× 　関連法規／税理士法 20-9    

 　税理士資格を有しないファイナンシャル・プランナーが反復継続し

て、または反復継続して行う意思をもって申告等の税務代理行為、税

務書類の作成、税務相談などを行った場合は、有償・無償を問わず、

税理士法に抵触します。

３. 正解　× 　関連法規／弁護士法 22-1    

 　弁護士法の規定により、弁護士資格を有しない者は、具体的な法律

相談・法律事務などの弁護士業務を行うことはできませんが、遺産分

割に関する一般的な説明をすることは、弁護士法に抵触しません。

４. 正解　〇 　関連法規／投資助言・代理業 22-5        

 　ファイナンシャル・プランナーが顧客と投資顧問契約を締結し、当

該契約に基づいて投資助言業務を行うためには、金融商品取引法に定

める投資助言・代理業の登録が必要です。

５. 正解　２ 　貸金業法の総量規制 22-9        

 　貸金業法の総量規制とは、貸金業者からの金銭の借入総額が年収の

３分の１を超える場合、新たな借入はできないとするものです。貸金

業者とはクレジット会社や消費者金融などをいい、銀行や信用金庫、

信用組合、労働金庫などは貸金業者に該当しません。

 ＦＰと関連法規 
１. ファイナンシャル・プランナーは、顧客の依頼を受けたとしても、
公正証書遺言の作成時に証人となることはできない。

２. 税理士資格を有しないファイナンシャル・プランナーが、顧客のた
めに反復継続して確定申告書を作成しても、その行為が無償であれば

税理士法に抵触しない。

３. 弁護士資格を有しないファイナンシャル・プランナーが、顧客に対し
て、法定相続分や遺留分について民法の条文を基に一般的な説明を行う

行為は、弁護士法に抵触する。

４. ファイナンシャル・プランナーが顧客と投資顧問契約を締結し、当
該契約に基づき金融商品取引法で定める投資助言・代理業を行うため

には、内閣総理大臣の登録を受けなければならない。

５. 貸金業法の総量規制により、個人が貸金業者による個人向け貸付を
利用する場合の借入合計額は、原則として、年収の（　　　）以内で

なければならない。

(1)　２分の１
(2)　３分の１
(3)　４分の１

①　 、税理士資格を有しない者が税務書類を作成した
り、税務相談を行ったりした場合は、 に抵触する。

②　弁護士資格を有しない者が、 権利・義務などについ
て具体的な法律判断を伴うアドバイスを行うと に抵触する。

③　保険募集人の登録を受けていない者は、 を行うこと
はできない。

④　顧客等と投資顧問契約を締結するには投資助言・代理業の登録が必要。
未登録で投資顧問契約を締結した場合は 違反となる。
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３級ＦＰ技能検定　学科試験編 金融資産運用

解答解説

学　科

金
融
資
産

債券の利回り計算

１.  正解　２ 　債権の利回り計算／最終利回り 22-5        

 　単利最終利回りは、既発債を時価で購入し償還まで保有した場合の利

回りです。利子収入（額面金額×利率）に１年当たりの償還差損益を加

えた収益合計を投資金額（購入価格）で除して求めます。
 （ ）

最終利回り（％）   ＝ 
1％ ＋ 

100円－99円
２年

99円
 × １００

　　　　　　 ＝ 1.515 … → 1.52%（小数点以下第３位四捨五入）

２.  正解　２ 　所有期間利回り 21-1        

 　表面利率２％、残存期間５年の固定利付債券を、103 円で購入し、

２年後に 102 円で売却した場合の所有期間利回り（単利）の計算式は
次のとおり。 （ ）

所有期間利回り（％）   ＝ 
２％ ＋ 

102円－103円
2年

103円
 × １００

　　　　　　 ＝ 1.456 … → 1.46%（小数点以下第３位四捨五入）

３ 債  券  投  資

 債券の利回り計算 
１. 表面利率（クーポンレート）１％、残存期間２年の固定利付債券を
額面 100 円当たり 99 円で購入した場合の最終利回り（年率・単利）は、

（　　　）である。なお、税金等は考慮しないものとし、計算結果は表

示単位の小数点以下第３位を四捨五入している。

(1)　1.50％
(2)　1.52％
(3)　2.02％

２. 表面利率（クーポンレート）２％、残存期間５年の固定利付債券を、
額面 100 円当たり 103 円で購入し、２年後に額面 100 円当たり 102

円で売却した場合の所有期間利回り（年率・単利）は、（　　　）である。

なお、税金や手数料等は考慮しないものとし、答は表示単位の小数点

以下第３位を四捨五入している。

(1)　0.97％
(2)　1.46％
(3)　2.91％

①　 ：新規発行された債券を償還期限まで保有した利回り。

償還期間（年）（ ）クーポンレート

②　 ：既発債を時価で購入し、償還期限まで保有した利回り。

残存期間（年）クーポンレート（ ）

③　 ：償還期限前に途中換金した場合の利回り。

所有期間（年）（ ）クーポンレート

④　 ：毎年の利息収入（インカムゲイン）を見る利回り。

（ ）クーポンレート



『22-9』は2022年9月実施検定試験の出題を表します。

科  目 分　野 出  題  内  容 19
-5
19
-9
20
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21
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22
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22
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出題
回数

ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
ニ
ン
グ
と
資
金
計
画

ファイナンシャル・

プランニングと

関連法規

関連法規

保険業法 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

税理士法 ● ● ● ● ● ● ● ● 8

弁護士法 ● ● ● ● 4

投資助言・代理業 ● ● ● ● ● ● 6

社会保険労務士法 ● ● 2

ライフプランニング

の考え方・手法

キャッシュフ

ロー表の作成

年間収支 ● ● ● ● ● ● ● 7

金融資産残高 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

変動率反映項目

（基本生活費・給与収入）
● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

バランスシートの作成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 10

係数表の活用

減債基金係数 ● ● 2

年金終価係数 ● ● ● 3

資本回収係数 ● ● ● ● ● 5

ライフプラン策定上

の資金計画

教育資金関連 教育一般貸付 ● 1

住宅取得関連
住宅ローンの仕組み・

繰上げ返済
● ● 2

老後資金 財形貯蓄／財形年金貯蓄 ● 1

社会保険

公的医療保険

高額療養費

（払戻し額・自己負担額の計算）
● ● 2

傷病手当金 ● ● ● 3

公的介護保険 被保険者区分ほか ● 1

雇用保険 介護休業給付、育児休業給付 ● 1

公的年金

公的年金制度・

しくみ
社会保険料の免除 ● 1

老齢給付

老齢基礎年金の繰上げ・

繰下げ受給
● ● ● ● 4

老齢厚生年金の繰下げ受給 ● 1

遺族給付 遺族年金の給付内容 ● ● ● ● ● ● 6

企業年金等
個人型確定拠出年金

（ｉＤｅＣｏ）
● ● ● 3
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３級ＦＰ技能検定　実技試験編 資産設計提案業務

実　技

資
産
設
計

債券投資・株式投資・投資信託

問19. 福岡さんはＱＳ投資信託を新規募集時に 1,000 万口購入し、特定口座
（源泉徴収口座）で保有して収益分配金を受け取っている。下記＜資料＞

に基づき、福岡さんが保有するＱＳ投資信託に関する次の記述の空欄（ア）、

（イ）にあてはまる語句の組み合わせとして、正しいものはどれか。

＜資料＞

［ＱＳ投資信託の商品概要（新規募集時）］
投資信託の分類：追加型 /国内 / 株式 / 特殊型（ブル・ベア型）

決算および収益分配：毎年４月２５日（休業日の場合には翌営業日）

申込価格：１口当たり１円

申込単位：１万口以上１口単位

基準価額：当ファンドにおいては、１万口当たりの価額で表示

購入時手数料：購入金額に対して１. ６％（税込み）
運用管理費用（信託報酬）：純資産総額に対し年０. ８％（税込み）

信託財産留保額：１万口につき解約請求日の翌営業日の基準価額に０. ３％
　　　　　　を乗じた額

［福岡さんが保有するＱＳ投資信託の収益分配金受取時の運用状況
（１万口    当たり）］

収益分配前の個別元本：   9,400 円

収益分配前の基準価額：10,000 円

収益分配金　　　　　：   1,000 円

収益分配後の基準価額：   9,000 円

・ 福岡さんが、ＱＳ投資信託を新規募集時に 1,000 万口購入した際
に、支払った購入時手数料（税込み）は、（ ア ）である。

・ 収益分配時に、福岡さんに支払われた収益分配金のうち 600 円（１万
口当たり）は（ イ ）である。

１．　（ア）240,000 円　　　（イ）普通分配金　　　

２．　（ア）160,000 円　　　（イ）元本払戻金（特別分配金）　　

３．　（ア）160,000 円　　　（イ）普通分配金　　　

債券投資・株式投資・投資信託

19. 正解　３ 　投資信託（購入費用・普通分配金） 22-1    

（ア）１口当たり１円のＱＳ投資信託を新規募集時に 1,000 万口を購入して

います。購入時手数料は、資料から税込み 1.6％なので、購入時手数

料は次のようになります。

 購入金額×手数料率＝１円× 1,000 万口× 1.6％＝ 160,000 円

（イ）収益分配後の基準価額 9,000 円は、福岡さんの収益分配前の個別元

本 9,400 円を 400 円下回っており、受け取った収益分配金 1,000 円

のうち下回る部分の 400 円は元本の払い戻しにあたる元本払戻金（特

別分配金）で、残りの 600 円は、値上がり益の普通分配金です。


